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■１．研究開発プロジェクトの目標の達成状況 
○目標は、達成されたと評価する。 
本プロジェクトは、リアルタイムの政策分析に利用できる感染抑制と経済活動の統合的シミュ

レーションモデルを開発することを目的とするものである。統合モデルの開発に加え、開発され
たモデルを実際に政策現場で利用可能な形で提供することを通じて、次なるパンデミックに対す
る備えを促すことを目指したものである。 
本プロジェクトにおいては、感染症対策と社会経済活動の両立やリアルタイムの政策分析に利

用できる感染抑制と経済活動の統合的シミュレーションモデルの開発、そして現実の危機管理下
における意思決定に貢献する分析結果の提供、市民への発信という重要かつ挑戦的な目標が設定
されており、「危機管理下におけるリスクの最小化と経済的損失の最小化に関する統合的評価手法
の開発」をテーマとした本プログラムの趣旨に合致するものであり、妥当であった。 
本研究プロジェクトの成果は、何よりも時々刻々と変化するコロナ禍のなかにあって、その時々

の社会経済情勢に合わせたリアルタイム政策分析を行い、その結果が実際に内閣官房新型コロナ
ウイルス等感染症対策推進室や厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策アドバイザリーボード
などの会議体の場において参照されるなど、現実の政府の意思決定にリアルタイムで貢献してい
ることである。これは、健康危機管理下にあってなお、政策形成に寄与する科学的知見の創出と
現実の政策形成への貢献という本プログラムが求める高い要求水準を見事に実践したものである
と極めて高く評価される。具体的には、Fujii-Nakata モデルの拡張モデルを基にした 47 都道府県
別病床見通しツールの開発により、頻度高く感染・病床の見通しについての情報提供が行われた
ほか、社会経済分析として婚姻や出生、超過自殺、経済損失、就労への影響などの分析を行い、
これらの結果もレポートとして取りまとめ広く提供・発信されている。こうしたリアルタイム政
策分析や社会経済への影響分析を通じて得られた知見については、政策現場における意思決定過
程で参照されたばかりでなく、一般・メディア向けにも Zoom 説明会の形で広く情報提供がなさ
れ、特にメディアによる情報収集や社会への情報提供にも寄与していた点も高く評価される。 
 なお、本プロジェクトは、新型コロナウイルス感染症の流行と収束に至る過程とほぼ同時並行
で進行された。そのため、感染状況を含めた社会経済環境の変化に合わせて、柔軟に研究開発実
施内容の見直しと変更が行われてきたことを大きな特徴としている。実際、プロジェクト開始直
後に直面した第５波（デルタ株）が収束するタイミングで統合モデルのうち、特に経済的分析に
対する政策側のニーズの後退を背景として、より感染にフォーカスした簡易なモデルの提供が政
策サイドから期待されるに至った。本プロジェクトはこうした現実の要請に応答するべく、当初



 

の関心であった複雑な統合的なモデルの構築ではなく、個別化された目的に適したよりシンプル
な分析モデルを構築することへと研究開発の焦点をシフトさせている。一方で、2022 年のオミ
クロン株の登場と第 6波、第７波の到来は、社会経済の正常化の先送りと同時に感染対策の継続
の負の側面が社会的にクローズアップされるようになった。それに伴い、リアルタイムでの政策
分析からコロナ禍における社会経済活動に関する分析へと軸足を移していった。こうした実施内
容の修正は、むしろ異なる政策目的間の統合の難しさをあらためて浮き彫りにするとともに、現
実の政策形成過程への貢献を志向する際のエビデンスやツールの要求水準を反映したものとい
え、「政策のための科学」の観点から重要な示唆を導出している。以上のことから本プロジェク
トは、適切に計画や体制を変更・修正したといえる。なお、2023 年 5月の５類感染症への移行
後には、次なるパンデミックに向けた知見の整理という観点から、例えば「政策コミュニケーシ
ョン」や SPI（Science-Policy-Interface）に関する分析を研究開発実施内容に追加することで、
当初の計画には予定されていなかったものの「政策のための科学」の観点からは極めて重要な視
点からの知見を導出するに至っている。 
 
■２．政策のための科学プログラムの目的達成への貢献状況 
○成果は、科学技術イノベーション政策形成の実践に将来的に資すると期待し得ると評価する。 
前述のとおり、本プロジェクトの成果は、その時々の社会経済情勢に合わせたリアルタイム政

策分析や社会経済影響分析を行うことで、その結果が実際に内閣官房新型コロナウイルス等感染
症対策推進室や厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策アドバイザリーボードなどの会議体の
場において参照されるなど、現実の政策形成に大きく寄与している。 
こうした卓越した実績を踏まえれば、プロジェクトの開始時点で既に現実の政策形成過程に関

与していた実態があるなど特殊な背景を有していたとはいえ、本プロジェクトは研究開発を通じ
たエビデンスに基づく政策形成の実践例としての一つの模範的なあり方を提示しているものと評
価される。なお、研究代表者は前職として在籍していた米国中央銀行（FRB）において政策エコ
ノミストとして金融政策の意思決定の支援に従事しており、そうした実践知がリアルタイムでの
政策形成への関与を可能とするうえで重要な背景となっているものと思料される。 

 
○本プロジェクトは、「科学技術イノベーション政策のための科学」に資する学術的知見あるい
は方法論等の創出に貢献し得ると評価する。 
中央政府や地方自治体におけるコロナ対策への具体的な貢献がみられるばかりでなく、動的に

変化する外部の状況に合わせ研究内容やアプローチを随時修正しつつも、信頼度の高い学術的な
研究成果が創出されており、「政策のための科学」という、トランスディシプシナリーな領域にお
ける 1 つの実践的研究アプローチを示しているものと評価できる。政策現場のニーズに柔軟に対
応しつつ、リアルタイム政策分析や社会経済への影響分析を提供しており、緊急度の高い状況下
での応用分析手法の実践例として、今後の指標・手法創出などに貢献し得る。 
こうした個別的な分析結果とその活用という実績に加え、本プロジェクトでは政策コミュニケ

ーションの観点から政府と研究者との関係性をめぐるメタ的な示唆についても実践的に導出して
いる。また、意思決定者や政策担当者とのコミュニケーションを通じて、政策現場で求められて



 

いるのが複合的で頑健な統合モデルの構築ではなく、政策目的ごとにより簡便に利用可能なシン
プルなモデルであることを特定し、モデル開発の方向性を転換するなど、科学的知見が現実の政
策形成に活用される条件を実践的に探索している。こうした試みは、いわば学術研究と政策の共
進化の可能性を提示したものであり、感染症対策のみならず、政策実装を志向する多くの研究開
発に共通する知見といえる。その意味で、本プロジェクトは「政策のための科学」の実践に関す
る重要な知見を導出したものと評価される。 

 
なお、本研究開発では、多くの学生がリサーチアシスタントとして参画し、リアルタイム政策

分析や社会経済分析に従事している。パンデミックという危機管理下におけるリアルタイム政策
分析のフィールドを主として経済学を専攻する学生らに提供していることは、次世代の育成の観
点からまたとない実践的な機会を提供しているものといえる。また、市民・メディア向けの説明
会を頻度高く開催することで、特にジャーナリストらにとって取材源であると同時に、実質的な
学びの場を提供していたともいえる。こうした学生やジャーナリストの参画は、本プログラムお
よび SciREX 事業としてはこれまであまり類例がみられておらず、その点において、本プロジェ
クトは人材ネットワークの拡大に一定の貢献をしたと評価する。 
 
■３．研究開発プロジェクトの目標の達成に向けた取り組みの状況 
○研究開発活動は、適切になされたと評価する。 
本プロジェクトは、社会の側がエビデンスに基づく政策の実施を強く求める状況の中で、それ

に応答する形で研究開発を推進してきた。刻々と変化する感染状況や社会経済状況のなか、感染
症対策と経済活動の両立という当初の目標の根幹を維持しながらも柔軟に活動を展開してきたと
評価される。前述のとおり、研究代表者らは本プロジェクトの開始段階において、既に現実の政
策形成過程に対して政策分析の結果を提供しており、本プロジェクトの開始当初の目標設定はこ
うした現実の政策形成への関与の経験とそこでの問題意識を反映したものとなっていた。一方で、
プロジェクトが開始された 2021年 10月以降も第 5波をはじめ数度におよぶ感染の拡大と収束が
繰り返されるなか、政策当局のニーズや社会的な関心にも変化がみられた。こうした政策現場の
ニーズや社会的ニーズを的確にとらえ、開発するモデルの方向性を大胆に見直すなどの臨機応変
な対応が行われたことは、より現実の意思決定への貢献を企図した的確な判断であったといえる。 
 他方で、政策的な要請や社会的関心への応答の結果とはいえ、当初の目標であった統合モデル
の開発そのものが後退してしまった点については、やはり惜しまれるところである。異なる政策
目的である感染症対策と社会経済活動の間に存在するトレードオフの問題をとらえつつ、どのよ
うに統合的にこれらの政策を制御するのかについては、危機管理下における社会管理の観点から
は依然として残された課題となっている。研究代表者らがこれまでに取り組んできた統計的生命
価値に関する分析をはじめ、感染と経済の統合モデルの開発という残された課題については、学
術研究として今後さらに発展させていくことを期待する。 
 
○また、研究開発の実施体制および管理運営も適切になされたと評価する。 
研究代表者による強いリーダーシップのもと、本プロジェクトが適切に管理運営されていたも



 

のと評価される。学生のリサーチアシスタントを含め、メンバー間のチームワークも良好であり、
結果として不確実性の高い危機管理下の状況にありながら、プロジェクト全体としては膨大なリ
アルタイム分析と社会経済分析を実施するなど、非常に精力的な研究開発が進められた。また、
質の高いコミュニケーションと成果の活用に向けた実践が推進されることで、政策当局からの一
定の独立性を維持しながらも、現実の意思決定に寄与しうる情報提供を可能とする関係性が構築
された様子が窺える。その点において、研究開発の実施体制および管理運営は、適切になされた
ものと評価する。 
 また、研究代表者を中心に、政策当局とのコミュニケーションに加えて、テレビやラジオ等の
メディアにおいても、政策分析の紹介や専門家としてのコメントの提供が行われているほか、自
ら Zoom 説明会を開催しリアルタイムで分析結果を報告・共有するなど、能動的な情報発信が精
力的に行われたことも非常に高く評価される。 
 一方で、こうした取り組みがプログラム側とのより綿密なコミュニケーションのもとで、もっ
と透明度が高く進められるとなおよかった。 
 
■総合評価 
○十分な成果が得られた／十分に期待が持てると評価する。 
本プロジェクトは、感染症対策と社会経済活動の両立を目的とした統合的シミュレーションモ

デルの開発を目指したものである。時々刻々と感染状況や社会経済状況が変化するなか、リアル
タイムに政策現場における意思決定に寄与することを目指しつつ、第 5波感染減少要因の定量分
析、第 6波重症化率見通し、コロナ禍における社会経済活動分析、都道府県別病床見通しツー
ル、濃厚接触者隔離の就労への影響をはじめとして、感染症対策と社会経済に関する様々な理論
的・定量的な分析が行われた。 
本プロジェクトの成果の最大の特徴は、何よりもリアルタイムでの政策分析を通じた現実の政

策形成への貢献にある。開発されたシミュレーションモデルは、内閣官房や厚生労働省における
政策形成の過程で実際に利用・参照され、政府の意思決定に活用された。当初の目標であった複
雑な統合モデルではなく、あえて個別の政策目的に最適化されたシンプルなモデルを開発し提供
するなど、機動的な意思決定を求められる政策現場のニーズを的確にとらえることで、研究開発
実施内容を柔軟に見直しながら研究開発と成果の実装が進められた点も特筆される。 
さらに、本プロジェクトは、本プログラムが求める政策実装という難易度の高い課題をプロジ

ェクト期間内に達成しただけでなく、現実の政策形成に関与するなかで政策コミュニケーション
や SPI の観点からも重要な示唆を導出している。政府関係者のみならず、市民・メディア向けの
Zoom説明会を頻度高く開催することで、リアルタイムに創出される科学的知見の内容を透明性
のある形で発信し、広く普及させるに至っている。こうした卓越した実績は、研究開発活動を通
じた科学的エビデンスの創出と政策過程における知識利用の模範的なあり方を実践的に示したも
のといえ、「政策のための科学」としての一つの到達地点を提示していると評価される。 
 このように、本プロジェクトは健康危機管理下における実際の意思決定に重要な貢献を果たし
ている。その一方で、政策現場や社会経済の要請に応答することを優先した結果として、当初の
目標であった「感染症対策と経済活動の統合モデルの開発」については必ずしも十分な結果を生



 

み出すには至らなかった。この残された課題は、異なる価値前提に立脚する政策目的同士をメタ
レベルでどのように総合調整するのかという、社会管理の観点から極めて重大な問題である。今
後は、コロナ禍におけるリアルタイム政策分析の実践を学術的な成果としてまとめていくととも
に、感染と経済の統合モデルの確立についてもさらなる研究課題として発展的な取り組みを強く
期待したい。 
なお、リアルタイム政策分析の実施と結果の提供を通じた政策形成への寄与という本プロジェ

クトにおける中核的な試みは、いまや健康危機管理のみならず、わが国における多くの政策領域
に共通する重大な課題である。その点において、本プロジェクトはその先導的な役割に位置付け
られるものといえ、本プロジェクトにおける経験知をより一般化した形で整理することを通じ
て、同様の問題関心を有する研究者あるいは政策担当者・事業者等が参照可能な形で知見が取り
まとめられることを期待する。 
 
■特記事項 
なし 
 


